
平成１８年度　杵築市決算状況     コ  ー  ド 番  号   ４ ４ ２ １ ０ １  市  町  村  類  型 　　０　　－　　０

    市   町   村   名   杵　　築　　市  17年度交付税種地区分 　　Ⅰ　　－　　１

性質別歳出歳　　　入産業構造人　　口 世帯数

  国   12 年 33,363 人      国    12 年 11,677 世帯  区  分  第 1 次  第 2 次    第 3 次    区      分   決 算 額  構成比  増減率   経常一般      区          分  決 算 額 構成比 増減率 充当一般財源 充当経常一般財源 経常収支比率

  17 年 33,567 人    17 年 12,988 世帯 就  12年 3,689 人 5,286 人 7,480 人       千円 　  ％ 　　  ％   財源  千円       千円 　  ％ 　　  ％         千円 千円 ％

  調  増減率 0.6%      調    増減率 11.2  ％ 業  国調 22.4 ％ 32.1 ％ 45.5 ％ 2,903,204 16.4 0.8 2,903,204  人       件       費 2,972,572 17.5 △ 14.9 2,727,071 2,636,513 25.8

18・3・31 33 701 人 面積（k㎡） 人 17年 3 283 人 4 207 人 8 383 人 497 676 2 8 22 4 497 676 う ち 職 員 給 1 925 996 11 3人口集中地区人口(人)人口密度(人)住民基

地方税

地方譲与税18・3・31 33,701 人 面積（k㎡） 人 17年 3,283 人 4,207 人 8,383 人 497,676 2.8 22.4 497,676 う ち 職 員 給 1,925,996 11.3

19・3・31 33,823 人 280.01 120 口  国調 20.7 ％ 26.5 ％ 52.8 ％ 8,880 0.1 △ 41.7 8,880  扶       助       費 1,878,436 11.0 3.7 633,702 584,944 5.7

6,631 104.5 6,631  公       債       費 2,360,395 13.9 △ 1.1 2,256,398 2,256,398 22.0

4,716 △ 13.2 4,716  元 利 償 還 金 2,360,395 13.9 △ 1.1 2,256,398 2,256,398 22.0区分

指標　等

利子割交付金

配当割交付金

平成18年度 平成17年度

人口集中地区人口(人)人口密度(人)住民基

本台帳

決算収支の状況

区分 株式等譲渡所得割

地方譲与税

平成18年度 平成17年度

千円 千円 321,166 1.8 6.6 321,166  一時借入金利子

 1  歳   入   総   額　Ａ 32,113 0.2 11.9 32,113  義務的経費　計 7,211,403 42.4 5,617,171 5,477,855 53.5

98,706 0.6 △ 3.7 98,706  物       件       費 1,886,564 11.1 △ 23.8 1,412,979 1,356,791 13.3

2 歳 出 総 額 Ｂ 59 875 0 3 △ 25 7 59 875 維 持 補 修 費 77 627 0 5 △ 16 7 72 232 72 147 0 7

千円

基準財政需要額

基準財政収入額

千円

3 132 741

自動車取得税

8,690,511

3 095 169

千円

8,142,003

千円

地方特例交付金

地方消費税交付金

ｺﾞﾙﾌ利用税交付金18,237,714

17 856 773

17,684,102

17 028 952 2  歳   出   総   額  Ｂ 59,875 0.3 △ 25.7 59,875 維   持   補   修  費 77,627 0.5 △ 16.7 72,232 72,147 0.7

6,488,797 36.7 1.7 5,772,667  補    助    費    等 1,538,470 9.0 △ 3.5 1,317,814 1,169,401 11.4

 3  歳入歳出差引額(Ａ－Ｂ)Ｃ 5,772,667 32.6 3.2 5,772,667  繰       出       金 1,515,963 8.9 △ 6.4 1,375,183 1,073,642 10.5

 翌年度へ繰り越すべき 716,130 4.0 △ 8.7  投資及び出資金・貸付金 127,394 0.7 28.3 68,594 68,594 0.7千円

基準財政収入額

標準税収入額

3,132,741

千円

4,002,806 普通

特別

3,095,169

3,983,660

千円

千円

地方特例交付金

地方交付税

17,856,773

380,941

17,028,952

655,150

 4  財源          　    Ｄ 10,421,764 58.9 9,705,634  積       立       金 468,610 2.7 177.7 400,090

5,506 11.4 5,506

 5  実 質 収 支(Ｃ－Ｄ) Ｅ 175,570 1.0 △ 19.6 投   資   的   経   費 4,202,921 24.7 2.2 462,793

348 576 2 0 △ 1 4 9 539 う ち 人 件 費 48 674 0 3 △ 23 0 21 602

9,775,473

0.370

9,578,660

財政力指数

標準財政規模 小計

交通安全交付金

分担金・負担金

使用料

0.348

前 年 度 繰 上 充 用 金

経常経費充当一般財源（分子）

623,662 185,095

195,84631,488

348,576 2.0 △ 1.4 9,539 う ち 人 件 費 48,674 0.3 △ 23.0 21,602

 6  単  年  度  収  支  Ｆ 43,318 0.2 △ 10.6  普通建設事業費 3,973,050 23.3 9.0 443,552

1,694,364 9.6 2.3  内  補     助 2,746,772 16.1 90.9 29,685 経常一般財源（分母）

 7  積    立     金     Ｇ 466 1.5 466  訳  単　　 独 1,226,278 7.2 △ 44.4 413,867

9,218,430

9.70%

手数料

国庫支出金

国有提供交付金 10,234,133

実質公債費比率

起債制限比率

12.3%

9.40%

14.6%

使用料 経常経費充当 般財源（分子）

438,567

132,768

185,095

129

1,525,473 8.6 △ 9.4  災害復旧事業 229,871 1.3 △ 51.0 19,241 うち経常一般財源

 8  繰  上  償  還  金  Ｈ 24,102 0.1 △ 74.0  失業対策事業

910 △ 82.9 うち減税補てん債

9 積立金とりくずし額 Ｉ 64 972 0 4 △ 93 0

19.8%

県支出金

1.9%

19.8%

13.6%

実質収支比率

公債費比率

公債費負担比率

12.6%

繰入金

財産収入

寄附金

9,721,233

23 10055 000 現債高倍率 2 22 3

6.4%

 9  積立金とりくずし額   Ｉ 64,972 0.4 △ 93.0

 実質単年度収支 380,941 2.2 35.6 うち臨時財政対策債

10 　(Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ)    Ｊ 399,740 2.3 △ 17.5 88

2,598,400 14.7 14.2

債務負担行為額

地方債現在高

うち特定資金公共事

489,80021,490,95922,119,965

繰入金

繰越金

諸収入

地方債

23,100

経常収支比率公営企業会計の状況

571,335

55,000

130,224

1,901,311

現債高倍率

2,206,549

2.22.3

    事     業     名 法適用   実質収支額 17,684,102 100.0 9,721,233      合          計 17,028,952 100.0 10,726,856

の有無 千円   の繰入額  千円

国民健康保険特別会計 無 11,445 295,240 6    区      分   決 算 額  構成比  増減率 超過課税分 徴収率    区        分   決 算 額  構成比  増減率 一般財源等

老人保健特別会計 無 376 497 1 千円 ％ ％ 収入済額千円 ％ 千円 ％ ％ 千円

90.1%

ラスパイレス指数

平成17年度  市       町       村       税

合計

減税補てん債、臨時財政対策債除く

- 94.8%

目的別  歳出

  普通会計から

一般職員等

職員
数人

職員給等

95.5

平成18年度

老人保健特別会計 無 376,497 1       千円 　  ％ 　  ％ 収入済額千円     ％        千円 　  ％ 　　  ％        千円

介護保険特別会計 無 58,815 439,645 7  職 員 数  １人当り平均  普    通    税 2,900,809 99.9 0.8 29,425 83.0 301,914 1.8 △ 6.6 301,914

簡易水道事業 無 82,264 4 人 給料月額 円  個 人 分 767,426 26.4 7.6 89.2 2,352,264 13.8 △ 23.2 1,946,067

公共下水道事業 無 141,027 6 312 315,658  法 人 分 248,804 8.6 4.4 29,425 96.5 3,633,674 21.3 △ 1.6 2,002,253 財源等

議会費

総務費

民生費

   区      分

 一  般  職  員

般職員等

市
民
税

特定環境保全公共下水道事業 無 32,471 3   うち技能労務職 36 256,988  固定資産税 1,592,728 54.9 △ 3.0 77.1 1,155,085 6.8 △ 3.9 989,894

農業集落排水事業 無 131,629 1   うち消防職  軽自動車税 71,915 2.5 2.7 85.7 1,332 0.0 54.2 1,332 1,649,773 9.3%

介護サービス事業 無 33,310 17,173 29 24 335,841  市たばこ税 219,936 7.6 4.9 100.0 2,957,359 17.4 84.4 666,615

上水道事業 有 16 644 4 300 11 特土地保有税 140 233 0 8 △ 38 0 111 132 9 721 233 55 0%

経常一般財源（額・構成比）

臨時一般財源（額・構成比）衛生費

労働費

農林水産業費

商工費臨 時 職 員

 教 育 公 務 員

上水道事業 有 16,644 4,300 11 特土地保有税 140,233 0.8 △ 38.0 111,132 9,721,233 55.0%

工業用水道事業 有 2,537 336 1,968,392 11.6 18.5 681,028

病院事業 有 27,019 183,000 130 620,409 3.6 2.7 562,056 11,371,006 64.3%

 改正実施  目    的    税 2,395 0.1 21.6 100.0 1,305,752 7.7 △ 50.3 1,186,654１人当り平均
給料(報酬)

特別職

一般財源（額・構成比）

特定財源（額・構成比）

商工費

土木費

消防費

   合      計

 臨  時  職  員

教育費基金の状況
区 分

 年 月 日  入  湯   税 2,395 0.1 21.6 100.0 229,871 1.4 △ 51.0 19,241 630,296 3.6%

 17・10・1  事 業 所 税 2,360,395 13.9 △ 1.1 2,256,398

 17・10・1  都市計画税 2,272 0.0 2,272 4,341,333 24.5%

17・10・1

820,000(738,000)

655,000(622,200)

給料(報酬)
()内はカット後

580 000(551 000)

17年度末現在高（千円）

603,294

1,486,718

1 502 901

   　基 金 の 名 称 18年度末現在高（千円）

諸支出金

災害復旧費

公債費

前年度繰上充用金

自主財源（額・構成比）

依存財源（額・構成比）

財政調整基金

減債基金

736,062

1,665,735

その他 基金 1 603 034

 助          役

教 育 長

   区      分

 市          長

 17 10 1

うち市有財産整備基金  17・10・1 580,000    合      計 2,903,204 100.0 29,425 83.0    合      計 17,028,952 100.0 10,726,856 13,342,769 75.5%

 17・10・1 435,000    加   入   世   帯   数 7,423   世帯    被 保 険 者 1 人 当 り 保 険 税 調 定 額 63,110      円

 17・10・1 382,000    被   保   険   者   数 14,252    人    被  保  険  者  １  人  当   り  費   用 292,849      円

580,000(551,000)1,502,901

343,690

3,592,913

2,433,7022,712,011

前年度繰上充用金 依存財源（額 構成比）

国保会計の状況主要3基金【財調+減債+市有】

その他　基金 1,603,034

計

310,214

4,004,831

 議  会  議  員

 教    育    長

 議  会  議  長

 議 会 副 議 長

   一世帯当り保険税調定額 123,644    円    保      険      税      徴     収     率 75.8 　　 ％

※議会議員の報酬額は、平成19年3月31日までの間、合併前の旧市町村ごとの条例による。(杵築地区361,000円、山香地区270,000円、大田地区245,000円）


